
 

 

 

 

 

 

 

 

第３次徳島市環境基本計画策定のための 

アンケート調査結果報告書 

（事業者アンケート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

事業者アンケート調査結果 

 

回答事業者の属性 

 

問 1 業種別 

回答事業者数は 177 社で、業種別の割合はサービス業が 35.0%と最も多くなっています。次いで、

卸売・小売業が 19.8％、製造業が 10.2％となっています。 

 

 

問 2 事業年数 

徳島市内での事業年数は 20年以上が 83.1%と最も多くなっています。 

 

建設業

7.9%

製造業

10.2%

運輸・通信業

3.4%

卸売・小売業

19.8%

金融・保険業

4.5%

不動産業

3.4%
サービス業

35.0%

その他

14.7%

無回答

1.1%

1年以上

3年未満

1.7%

3年以上

5年未満

0.6%

5年以上

10年未満

4.0%

10年以上

20年未満

10.7%

20年以上

83.1%



 

 

問 3 従業員数 

従業員数は 5～20人未満が 38.4％と最も多く、次いで 20～50人未満が 27.7％となっています。 

 

 

 

問 4 延べ床面積 

延べ床面積は、100以上～500㎡未満が 19.2％と最も多く、次いで、500以上～1000㎡未満が 16.9％

となっています。 

 

 

問 5 建物の所有形態 

5人未満

4.5%

5～

20人未満

38.4%

20～

50人未満

27.7%

50～

100人未満

12.4%

100～

300人未満

10.7%

300人以上

6.2%

9.6%

19.2%

16.9%

13.6%

7.9%

3.4%

10.7%

11.9%

6.8%

0.0% 20.0% 40.0%

100㎡未満

100以上～500㎡未満

500以上～1000㎡未満

1000以上～2000㎡未満

2000以上～3000㎡未満

3000以上～5000㎡未満

5000以上～10000㎡未満

10000㎡以上

無回答



 

 

建物の所有形態は自己所有が 70.1％と最も多く、次いで、賃貸（共同利用のビル等入居）が 11.9％

となっています。 

 

 

問 6 事業者の企業活動が地域の環境に及ぼしている影響について 

 

「影響を与えている」及び「若干影響を与えている」項目については、「廃棄物の発生」、「地球温

暖化（二酸化炭素等の排出）」と回答した事業者が比較的多くなっています。 

 

自己所有

70.1%

賃貸

（独立した建物）

10.2%

賃貸

（共同利用のビル等入居）

11.9%

個人事務所

（自宅兼用等）

1.7%

その他

4.0%

無回答

2.3%

0.6%

1.1%

2.8%

0.6%

5.1%

4.5%

4.0%

9.6%

7.3%

14.1%

4.5%
2.3%

15.3%

2.8%

2.8%

26.0%

21.5%

24.9%

30.5%

28.2%

21.5%

19.2%

32.2%

20.9%

18.1%

29.9%

31.6%

60.5%

57.1%

53.1%

71.2%

75.1%

42.4%

73.4%

71.2%

36.2%

35.6%

1.1%

2.3%

0.6%

0.6%

1.7%

3.4%

1.1%

5.6%

2.3%

5.1%

3.4%

1.7%

1.1%

1.7%

1.7%

1.7%

1.7%

2.3%

1.1%

2.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

河川や水路の水質汚濁

大気汚染

騒音や振動の発生

悪臭の発生

地下水や土壌の汚染

交通量、物流の増大

緑地や水辺などの

自然の減少

生物の多様性

（動植物の生息状況等）

廃棄物の発生

地球温暖化

（二酸化炭素等の排出）

影響を与えている 若干影響を与えている ほとんど影響を与えていない

影響を与えていない わからない 無回答



 

 

徳島市の将来の環境について 

 

問 8 将来の徳島市の環境の実現に向けて、どの分野に重点を置くべきかについて 

 

事業者が望んでいる重点を置くべき分野は、「良好な水や大気を守り、健康で安心して暮らせるま

ち【生活環境】」と回答した事業者が 42.0％と最も多くなっています。 

他の回答については、「資源やエネルギーを大切にし、地域から行動するまち【地球環境】」が 22.7％、

「人と自然がふれあい、安らぎを感じるまち【自然・快適環境】」が 19.3％、「環境について学び、み

んなで実践するまち【環境学習・環境保全活動】」が 11.4％となっています。 

 

 

問 7-1 「環境について学び、みんなで実践するまち」であるために重要なこと 

 

「学校や地域において環境教育が行われている」と回答した事業者が 62.7%と最も多くなっていま

す。次いで「市民、市民団体、事業者及び市等、さまざまな主体が連携している」が 44.6%、「環境マ

ネジメントシステムが、積極的に導入されている」が 37.3%となっています。 

 

11.4%

22.7%

42.0%

19.3%

0.6%

4.0%

環境について学び、みんなで実践するまち

【環境学習・環境保全活動】
資源やエネルギーを大切にし、

地域から行動するまち【地球環境】
良好な水や大気を守り、

健康で安心して暮らせるまち【生活環境】
人と自然がふれあい、安らぎを感じるまち

【自然・快適環境】
その他

無回答

62.7%

27.7%

37.3%

36.2%

44.6%

35.6%

1.7%

1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

学校や地域において

環境教育が行われている

市民団体、事業者や教育機関と連携し

各種講演会や研修が行われる

環境マネジメントシステムが

積極的に導入されている

地域における環境保全活動の拠点が

整備されている

市民、市民団体、事業者及び市等、

さまざまな主体が連携している

環境に関する情報が、さまざまな媒体で

容易に収集することができる

その他

無回答



 

 

問 7-2 「資源やエネルギーを大切にし、地域から行動するまち」であるために重要なこと 

 

「ごみの分別などによる減量やリサイクルが実施されている」と回答した事業者が 66.7%と最も多

くなっています。次いで「電気、ガソリン等について、省エネルギーが実行されている」が 65.5％、

「製造・使用・廃棄の各段階で環境に影響が少ない商品が利用されている」が 44.1％となっています。 

 

問 7-3 「良好な水や大気を守り、健康で安心して暮らせるまち」であるために重要なこと 

 

「生活排水や工場排水による水質汚濁がなく、河川の水がきれいである」と回答した事業者が 82.5%

と最も多くなっています。次いで、「有害物質による土壌や地下水の汚染がない」が 56.5％、「工場等

による大気汚染やいやなにおいがない」が 45.2％となっています。 

 

65.5%

30.5%

44.1%

66.7%

13.0%

26.0%

0.6%

3.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

電気、ガソリン等について

省エネルギーが実行されている

太陽光発電などの再生可能エネルギーの

利用が進んでいる

製造・使用・廃棄の各段階で

環境に影響が少ない商品が利用されている

ごみの分別などによる減量や

リサイクルが実施されている

水を大切に使う、または雨水を貯水、

地下に浸透させて利用している

地球温暖化問題の解決に向けて、地域や

自治体などと連携して取組みを行っている

その他

無回答

82.5%

28.8%

45.2%

56.5%

41.8%

1.1%

2.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

生活排水や工場排水による水質汚濁がなく

河川の水がきれいである

自動車交通や工場の騒音、振動がなく

静かな環境が保たれている

工場等による大気汚染やいやなにおいがない

有害物質による土壌や地下水の汚染がない

ダイオキシンやアスベストなど

有害物質による汚染や被害がない

その他

無回答



 

 

問 7-4 「人と自然がふれあい、安らぎを感じるまち」であるために重要なこと 

 

「自然災害発生などの緊急時における安全性が確保されている」と回答した事業者が 57.1%と最も

多くなっています。 

次いで、「市街地周辺にまとまった森林が残され、維持管理が適切に行われている」が 49.2％、「自

然との調和に配慮された土地利用が行われている」が 46.3％となっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.2%

40.1%

9.0%

18.6%

46.3%

45.8%

57.1%

0.0%

2.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

市街地周辺にまとまった森林が残され

維持管理が適切に行われている

河川、水路、干潟など生き物が生息できる

水辺が保全されている

絶滅の恐れのある貴重な生き物が保護されている

海や山、川などの自然の中で

レクリエーションができる

自然との調和に配慮された

土地利用が行われている

緑化が進められ、公園や道路など市街地が

緑にあふれている

自然災害発生などの緊急時における

安全性が確保されている

その他

無回答



 

 

環境への取組みについて 

 

問 9 事業活動において、環境問題や地球温暖化防止に取り組む理由 

 

事業者が環境問題や地球温暖化防止に取り組む理由については、「環境問題の重要性を感じている

ため」と回答した事業者が 63.3％と最も多くなっています。 

他の回答の割合は、「事業者の社会的責任（CSR）の一つとして、取り組む必要がある」が 60.5％、

「省エネルギーや資源のリサイクルはコスト削減になるため」が 43.5％となっています。 

 

60.5%

26.6%

63.3%

11.3%

43.5%

9.0%

2.8%

11.9%

3.4%

0.6%

3.4%

0.6%

1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

事業者の社会的責任（CSR）の一つとして

取り組む必要がある

温暖化の影響は今後の業績に関連する要素であるため

取り組む必要がある

環境問題の重要性を感じているため

消費者の好感度など、会社のイメージ向上のために

取り組む必要がある

省エネルギーや資源のリサイクルは

コスト削減になるため

新たな事業活動の展開（ビジネス分野の開拓）のために

取り組む必要がある

本社（親会社）からの指示、同業者間の取り決めのため

取り組む必要がある

法律や条例などで定められているので

取り組む必要がある

必要ではあるが、資金を投入してまで

取り組む必要はない

特に取り組む必要はない

環境への取組みと事業活動は

関連がないと考えている

その他

無回答



 

 

問 10 地球温暖化に関する情報の入手先 

 

地球温暖化に関する情報の入手先については「テレビ・ラジオ」と回答した事業者が 76.3％と最も

多くなっています。 

次いで、「新聞」が 74.0％、「インターネット」が 64.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76.3%

74.0%

29.9%

64.4%

12.4%

27.1%

26.6%

26.6%

0.0%

1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

テレビ・ラジオ

新聞

雑誌・書籍

インターネット

SNS（フェイスブック、ツイッターなど）

業界・同業種での会合等

講演・研修

行政の広報

その他

無回答



 

 

問 11 機器や設備の利用に伴うエネルギー使用の管理方法について 

 

機器や設備の利用に伴うエネルギー使用の管理方法について、「既に実施している項目」の中で回答した事業者が最も多かったのは、「設備・機器を定

期的に保守・ﾒﾝﾃﾅﾝｽする」で 55.9％となっています。次いで、「エネルギー消費量を計測・記録する」が 33.9％となっています。 

 

21.5%

33.9%

55.9%

29.9%

21.5%

20.9%

19.2%

14.1%

13.6%

18.6%

22.0%

22.6%

27.1%

24.9%

8.5%

23.7%

28.2%

28.8%

26.6%

23.7%

18.1%

23.2%

24.3%

23.2%

5.6%

3.4%

4.0%

4.5%

4.0%

4.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

エネルギー管理体制を構築する

（担当者の配置など）

エネルギー消費量を計測・記録する

設備・機器を定期的に保守・ﾒﾝﾃﾅﾝｽする

主要設備の運転管理のﾙｰﾙを作成する

省エネルギーに関する目標を設定する

省エネルギー対策の効果を把握する

既に実施している 今後実施予定 実施する予定なし 該当しない 無回答



 

 

問 12 省エネルギー、再生可能エネルギーに関する設備等の導入について 

 

①設備の導入について 

省エネルギーや再生可能エネルギーに関する設備の導入について、「すでに導入済み」の中で最も回答者が多いのは、「高効率照明（LED 等）の導入」

で 63.8％となっています。次いで「エコカー（燃料電池車、ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｶｰ、電気自動車）の導入」で 19.8％となっています。 

「導入の予定なし」については「屋上、壁面の緑化」が 59.3％と最も多く、次いで「ESCO事業による省エネ技術の導入」が 53.1％となっています。 

 

17.5%

63.8%

12.4%

11.3%

19.8%

2.8%

9.6%

5.6%

6.8%

2.8%

12.4%

5.1%

3.4%

7.9%

4.5%

6.8%

1.1%

5.6%

27.1%

16.4%

23.7%

26.0%

39.5%

34.5%

40.1%

28.2%

49.2%

48.0%

4.5%

52.5%

49.7%

28.2%

53.1%

37.9%

59.3%

33.3%

4.5%

2.8%

6.2%

9.6%

4.5%

5.1%

5.6%

5.6%

5.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

太陽光発電システムの導入

高効率照明（LED等）の導入

高効率ボイラー、高効率モーター等の

動力機の導入

ヒートポンプ、潜熱回収等の

高効率空調機の導入

エコカー（燃料電池車、ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｶｰ、

電気自動車）の導入

ESCO事業による省エネ技術の導入

建築物の省エネ性能の向上

屋上、壁面の緑化

蓄電池（電気自動車、

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｶｰ等含む）

既に導入済み 今後導入予定 導入してみたい 導入の予定なし 無回答



 

 

②「導入の予定なし」と回答した理由 

 

省エネルギーや再生可能エネルギーに関する設備の導入で、「導入の予定なし」と回答した理由については、「費用負担が大きい」、「設置場所の条件

が満たせない」、「必要性を感じない」と回答した事業者が比較的多くなっています。 

30.6%

50.0%

10.8%

18.2%

48.0%

9.6%

31.3%

14.3%

44.1%

32.9%

12.5%

12.9%

13.6%

6.0%

6.4%

11.9%

19.0%

5.1%

5.9%

1.1%

1.1%

8.5%

3.0%

9.5%

1.2%

2.0%

1.5%

1.9%

3.4%

2.4%

12.5%

12.9%

13.6%

2.0%

25.5%

13.4%

2.9%

6.8%

7.1%

38.7%

26.1%

20.0%

22.3%

14.9%

23.8%

15.3%

7.1%

12.5%

8.6%

10.2%

12.0%

14.9%

10.4%

15.2%

13.6%

12.9%

12.5%

15.1%

17.0%

10.0%

12.8%

13.4%

13.3%

11.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

太陽光発電システムの導入

高効率照明（LED等）の導入

高効率ボイラー、高効率モーター等の

動力機の導入

ヒートポンプ、潜熱回収等の

高効率空調機の導入

エコカー（燃料電池車、ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｶｰ、

電気自動車）の導入

ESCO事業による省エネ技術の導入

建築物の省エネ性能の向上

屋上、壁面の緑化

蓄電池（電気自動車、

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｶｰ等含む）

費用負担が大きい 設置場所の条件が満たせない 効果があるか疑問がある 機器の性能に不安がある
情報がない（よく知らない） 必要性を感じない 特に理由はない 無回答



 

 

問 13 地球温暖化対策に効果のある機器・設備を導入する条件について 

 

機器・設備の導入の条件について、「光熱費などの必要経費を抑えることができる」が 33.1％と最

も多く、次いで、「機器の性能が上がり、費用対効果が向上する」が 18.9％となっています。 

 

問 14 「SDGs：持続可能な開発目標」という言葉を知っているかについて 

 

「SDGsについて全く知らない」、「SDGsについて詳しく知らない」を合わせた割合が 65.0%となって

おり、SDGsについて知らない事業者が多くなっています。 

また、「SDGsについて対応を検討している」、「SDGsについてすでに対応・アクションを行っている」

を合わせた割合が 15.3%となっています。 

 

9.7%

14.3%

33.1%

2.9%

18.9%

14.9%

1.1%

0.0%

5.1%

0.0% 20.0% 40.0%

地球温暖化対策として非常に効果が高く

取組みをPRできる

機器・設備の導入にあたり

補助や融資を受けることができる

光熱費などの必要経費を

抑えることができる

法律や条例により、事業所が利用する

エネルギー関連の規制が

強化される

機器の性能が上がり、

費用対効果が向上する

既存の機器・設備が老朽化する

条件に関わらず、

導入するつもりはない

その他

無回答

41.2%

23.7%

16.9%

8.5%

6.8%

2.8%
ＳＤＧｓについて全く知らない

（今回の調査で初めて聞いた）

ＳＤＧｓという言葉を聞いたことはあるが、

内容は詳しく知らない

ＳＤＧｓの内容について知っているが、

特に対応は検討していない

ＳＤＧｓについて、

対応・アクションを検討している

ＳＤＧｓについて

すでに対応・アクションを行っている

無回答



 

 

問 15 環境に関する経営方針や管理手法の導入について 

 

「既に実行している」と回答した割合は、全項目で 10％程度又はそれ以下にとどまっています。また、「実施の予定がない」と回答した事業者は「SDGs

達成への貢献」を除いた項目で 50％以上となっています。 

 

6.2%

11.4%

3.4%

4.0%

7.9%

9.6%

1.7%

8.5%

6.8%

13.0%

11.9%

12.4%

5.1%

4.5%

5.6%

9.0%

6.2%

6.2%

9.0%

11.3%

7.9%

4.5%

11.3%

6.3%

7.3%

11.3%

11.3%

7.9%

9.0%

9.6%

11.9%

10.2%

10.2%

0.6%

29.4%

56.8%

57.1%

59.3%

54.8%

58.2%

61.0%

53.1%

52.0%

54.2%

58.2%

9.6%

37.3%

18.2%

25.4%

16.9%

14.7%

15.3%

19.2%

16.4%

15.3%

11.9%

12.4%

3.4%

3.4%

2.3%

2.3%

2.8%

2.3%

2.8%

2.8%

3.4%

2.8%

2.8%

2.8%

86.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1.SDGs達成への貢献

2.ISO14001の認証取得

3.エコアクション21の認証取得

4.その他の

環境マネジメントシステムの導入

5.省エネ診断の受診

6.環境報告書の作成

7.環境会計の実施

8.自主的な

環境管理計画の策定

9.環境に配慮した原材料、物品、

ｻｰﾋﾞｽ等の購入ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成

10.環境担当部門や

担当者の配置

11.環境に関する内部監査の実施

12.その他

既に実施している 今後、実施したい 現在、検討中である 実施の予定はない どのようなものか知らない 無回答



 

 

問 16 ISO14001またはエコアクション 21の認証取得による効果 ※問 15で 2、3の質問に対して「既に実施している」と回答した事業者への質問 

 

ISO14001 又はエコアクション 21 の認証取得によって得た効果については、「社員の意志統一が図られ、環境への意識向上につながった」と回答した事

業者が 75.0%と最も多くなっています。次いで、「環境に関する目標管理を徹底するようになり、環境負荷削減につながった」が 66.7％、「対外的な信用

が向上した」が 45.8％となっています。 

 

 

41.7%

66.7%

75.0%

16.7%

45.8%

20.8%

16.7%

0.0%

8.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

省資源・省エネルギー等により

コストの削減につながった

環境に関する目標管理を徹底するようになり、

環境負荷削減につながった

社員の意志統一が図られ、

環境への意識向上につながった

内部、外部のコミュニケーションが

円滑に図られるようになった

対外的な信用が向上した

組織（取扱い製品・サービス）の

ブランド価値が向上した

認証にかかる費用の割にはメリットがなかった

その他

無回答



 

 

問 17 環境問題、地球温暖化問題ついての具体的な取り組みについて 

 

個人的な取り組みの中で「既に実行している」と回答した事業者が多いのは、「電灯の消灯」や「冷暖房の使用抑制（ｸｰﾙﾋﾞｽ、ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞの活用等）」、「事

務所周辺の清掃美化活動」と回答した事業者が多くなっています。 

 

26.6%

15.8%

23.2%

11.9%

38.4%

33.3%

10.2%

29.4%

10.2%

57.6%

15.8%

46.9%

8.5%

4.0%
3.4%

6.8%

4.5%

18.6%

22.6%

14.1%

15.3%

14.7%

15.3%

15.8%

19.2%

11.9%

15.3%

7.9%

12.4%

7.3%

15.8%

21.5%

22.0%

24.9%

41.2%

18.6%

31.6%

24.3%

42.9%

2.3%
3.4%

4.0%

2.3%

2.8%

4.0%

5.1%

5.6%

9.0%

1.1%

19.2%

1.7%

18.1%

42.9%

62.7%

48.6%

67.2%

18.6%

13.6%

41.2%

18.1%

18.6%

2.8%

12.4%

3.4%

11.9%

9.0%

6.8%

5.1%

6.8%

5.6%

5.1%

7.3%

6.8%

6.2%

4.5%

5.1%

4.5%

6.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

排水による周辺の水質汚濁の防止

焼却炉やボイラーによる大気汚染、

悪臭の防止

設備・機器の稼働による

騒音・振動の防止

化学物質による

土壌・地下水汚染の防止

アイドリングストップなどの

エコドライブ

低公害車・低燃費車の導入

生き物や自然環境に

配慮した事業活動の実施

事務所や周辺の緑化

再生可能エネルギーの

割合が高い電力の購入

電灯の消灯などによる

省エネルギー

太陽光発電など

再生可能エネルギーの導入

照明、OA機器などの

省ｴﾈﾙｷﾞｰ型機器への切換え

地球温暖化防止運動

（ｸｰﾙﾁｮｲｽなど）への参加

既に実施している 今後実行したい 支障なければ実行したい 今後も実施しない 該当しない 無回答



 

 

48.6%

22.6%

24.3%

15.8%

16.9%

13.6%

10.7%

49.2%

21.5%

9.0%

14.1%

9.0%

10.2%

52.0%

6.2%

10.2%

28.2%

20.9%

23.7%

21.5%

6.8%

13.0%

13.6%

19.8%

16.9%

19.8%

11.3%

10.7%

9.0%

7.9%

24.3%

28.2%

15.3%

15.8%

26.0%

13.0%

35.0%

25.4%

37.3%

35.6%

37.9%

31.6%

24.9%

25.4%

33.9%

1.1%

3.4%

2.3%

2.3%

2.3%

4.0%

18.6%

2.3%

10.7%

18.6%

15.8%

16.4%

4.5%

5.1%

35.6%

10.2%

11.9%

32.2%

36.7%

27.7%

57.6%

17.5%

5.1%

6.2%

14.7%

7.9%

26.6%

43.5%

2.8%

11.3%

5.6%

5.6%

5.1%

5.6%

5.6%

5.1%

5.1%

4.5%

4.5%

5.1%

4.5%

5.1%

6.2%

5.6%

5.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

廃棄物の適正処理や

減量・リサイクル

プラスチックごみ削減対策

マイバッグ等の

利用促進

食品ロスの削減

環境に影響の少ない原料や

再生資源の利用

自社製品の独自回収や

リサイクル

環境活動団体等への

寄付などの経済的支援

事務所周辺の

清掃美化活動

地域の環境保全

活動への参加

環境に関する見学会や

講座の開催

環境問題についての

定期的な社員教育

取引先への環境配慮の

要望・依頼

環境に配慮した自社製品、

ｻｰﾋﾞｽの提供

冷暖房の使用抑制

（ｸｰﾙﾋﾞｽ、ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞの活用等）

従業員のﾏｲｶｰ利用抑制

（ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ等）

既に実施している 今後実行したい 支障なければ実行したい 今後も実施しない 該当しない 無回答



 

 

今後の環境への取組みについて 

 

問 18 今後、環境問題に取り組むにあたって課題となること 

 

「人材、人員の不足」と回答した事業者が 56.5%と最も多くなっています。次いで、「手間や時間の

不足」が 53.7％、「資金の不足」が 49.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.2%

56.5%

44.1%

53.7%

28.2%

22.6%

8.5%

33.3%

4.0%

1.7%

4.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

資金の不足

人材・人員の不足

ノウハウの不足

手間や時間の不足

環境対策を推進するための

組織がない

環境に対する情報の不足

取引先や消費者の

理解が得られない

従業員の環境に対する

意識の向上

特に課題はない

その他

無回答



 

 

問 19 今後、市民と共に環境保全活動を推進していく場合、どのようなことが実施可能か 

 

実施可能なことについて、「広報や SNS、インターネットを利用した環境活動の情報提供や PR」と

回答した事業者が 33.9%と最も多く、次いで「学校教育における環境教育への協力（講師の派遣や資

器財の提供）」が 29.4％、「環境保全活動団体の支援、団体間や企業とのネットワークづくり」が 26.0％

となっています。 

 

 

 

 

 

29.4%

25.4%

12.4%

33.9%

5.6%

26.0%

15.3%

13.0%

20.9%

1.7%

5.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

学校教育における環境教育への協力

（講師の派遣や資器財の提供）

地域住民が関心を持ち、

参加できる環境啓発イベントの実施

地域住民との懇談会など、

気軽に対話できる機会の充実

広報やSNS、インターネットを利用した

環境活動の情報提供やPR

環境保全活動の人材登録など

人材紹介の充実

環境保全活動団体の支援、

団体間や企業とのネットワークづくり

環境保全活動に関する講座や

講演会などの学習機会の提供

環境保全活動の

指導者の育成

特に実施できることはない

その他

無回答



 

 

問 20 今後、環境問題に取り組んでいく上で、市の環境行政に望むことについて 

 

市の環境行政について望むことについて、「環境保全のための公的融資や補助金制度等の充実」と

回答した事業者が、50.3%と最も多く、次いで、「規制や基準に関する説明会の開催やガイドブックの

作成」が、40.1％、「環境配慮行動についての事例紹介や情報提供」が、39.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.1%

39.5%

19.8%

15.8%

50.3%

22.0%

8.5%

17.5%

1.7%

7.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

規制や基準に関する説明会の開催や

ガイドブックの作成

環境配慮行動についての

事例紹介や情報提供

指導・助言を行う

環境アドバイザーの派遣

技術的な

指導講習会の実施

環境保全のための公的融資や

補助金制度等の充実

法や条例による規制、

監視の充実

環境保全への貢献を

評価する制度の創設

市民・市民団体等に

対する啓発

その他

無回答



 

 

事業者アンケート自由意見 

 

〇環境問題についての考え方は、小さなころからの意識が大きく作用していると思うので、低学年

からの学校教育が必要。まちがった考えを持つ大人を子供が注意するような、正しい考え方ので

きる子供たちを育成してほしい。 

（サービス業、20年以上、20～50人未満） 

 

〇下水道の整備、合併処理浄化槽導入促進のため補助金制度の拡充（卸売・小売業、20 年以上、5

～20人未満） 

 

〇市の環境対策への積極的な取り組みに期待している。理解の低い者がいまだに少なからずいる。

サービス業にとっては大変。（サービス業、5年以上 20年未満、5～20人未満） 

 

〇地球温暖化対策の早期実施。近年災害の発生が多すぎる。子や孫の為にきれいな水を川へ返すこ

とができるよう、できることからコツコツと！（その他、20年以上、5～20 人未満） 

 

〇弊社は工場ではないので当てはまる部分が少ない。移動に車を利用する点が環境に影響を与えて

いるとは思う。（その他、20年以上、5～20人未満） 


